



























　2016 年 12 月７日、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保
等に関する法律」（略称「普通教育機会確保法」、以下、本法、同法ともいう）が成立した。






































































































































度の影響を受けて、この規定を日本教育令に盛り込み、1878（明治 11）年５月 14 日に





　この「自由教育令」といわれた明治 12 年教育令は、翌年 1880（明治 13）年に政府の






















































ると否定しつつ、質朴堅牢観のもとで１坪４人原則に依拠した 20 坪教室＝ 80 人学級と




























































































































































































































































































































































創造をめざして」『社会運動』409 号、2014 年４月 15 日、市民セクター政策機構発行、など）
８）吉田敦彦「子どもと学びー多様な学び保障による『学習権２本立て制度』へ──」『子
どもの権利研究』25 号、日本評論社、2014 年
９）前川・前掲書　138 ページ〜 139 ページ　
10）小桐間 徳「戦前・戦中及び戦後における就学義務関連規定の変遷と学校外教育の位置づ
けに関する考察」、亀田徹論文「「多様な選択肢を認める「義務教育制度」への転換──就















年９月 25 日、120 〜 122 ページ。合わせて、増山均著・早稲田大学増山均研究室編『アニ
マシオンの日本の子育て・教育・文化』本の泉社、2018 年１月なども参照
19）城丸章夫「現代の学校の役割と民主主義」国民教育研究所編『季刊国民教育』25 号、労
働旬報社 1975 年、29 〜 31 ページ。なお、当時の教育学界の議論としては、日本教育学会



















































様な学び実践研究フォーラム IN　Tokyo」（2018 年２月 25 日全体会講演、記録集参照）。
